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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　後端に操作部が形成されたクリップ本体を具備し、該クリップ本体に形成されたクリッ
プ側連結部と、筆記具の本体又はキャップに形成された筆記具側連結部とを揺動可能に連
結することによりクリップ本体と筆記具の本体又はキャップとを揺動可能に連結し、クリ
ップ本体を筆記具の本体又はキャップに向けて付勢するバネを具備した筆記具用クリップ
において、クリップ本体が筆記具の本体又はキャップから離脱するのを阻止するための離
脱阻止手段を複数設け、前記バネの一端が筆記具の本体又はキャップに取り付けられると
共に他端がクリップ本体に取り付けられており、前記離脱阻止手段の一つを該バネから構
成し、前記クリップ側連結部と前記筆記具側連結部とのうちいずれか一方に軸体が設けら
れると共に他方に受容孔が設けられて該軸体が該受容孔内に揺動可能に受容されることに
よりクリップ本体と筆記具の本体又はキャップとが揺動可能に連結されており、前記離脱
阻止手段のもう一つをこれら軸体及び受容孔から構成し、前記受容孔を前記軸体よりも大
きく寸法設定し、クリップ本体が筆記具の本体又はキャップに連結されたまま、クリップ
本体が筆記具の本体又はキャップに対し移動できるようにした、筆記具用クリップ。
【請求項２】
　前記離脱阻止手段により阻止されるクリップ本体の離脱方向が互いに異なっている請求
項１に記載の筆記具用クリップ。
【請求項３】
　前記離脱阻止手段のうちの一つの離脱阻止作用がなくなったときにクリップ本体が筆記
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具の本体又はキャップから離脱するのを残りの離脱阻止手段のうちの少なくとも一つが阻
止するようにした請求項１又は２に記載の筆記具用クリップ。
【請求項４】
　前記離脱阻止手段が第１の手段及び第２の手段を具備し、該第１の手段の離脱阻止作用
がなくなったときにクリップ本体が筆記具の本体又はキャップから離脱するのを該第２の
手段が阻止するようにし、該第２の手段の離脱阻止作用がなくなったときにクリップ本体
が筆記具の本体又はキャップから離脱するのを該第１の手段が阻止するようにした請求項
１から３までのいずれか一項に記載の筆記具用クリップ。
【請求項５】
　前記バネの一端が筆記具の本体又はキャップに固定されると共に他端がクリップ本体に
固定されている請求項１から４までのいずれか一項に記載の筆記具用クリップ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は筆記具用クリップに関する。
【背景技術】
【０００２】
　クリップ本体を具備し、クリップ本体に形成された軸体を筆記具本体に形成された凹溝
に係合させることによりクリップ本体と筆記具本体とを揺動可能に連結し、クリップ本体
を筆記具本体に向けて付勢するバネの一端をクリップ本体に取り付けると共に他端を筆記
具本体に取り付けた筆記具用クリップが公知である（特許文献１参照）。
【０００３】
　また、板バネから形成されたクリップ本体を具備し、この板バネの後端を筆記具本体に
取り付けると共に、板バネの前端を筆記具本体に向けて付勢するようにした筆記具用クリ
ップが公知である（特許文献２参照）。
【０００４】
【特許文献１】特許第３１７５９３３号
【特許文献２】特開２００４－２０２８９１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１のクリップでは、バネによってクリップ本体が筆記具本体から離脱するのが
阻止されている。しかしながら、軸体が凹溝に載っているだけなので、バネが破損したり
クリップ本体又は筆記具本体から離脱したりすると、クリップ本体が筆記具本体から離脱
するおそれがあるという問題点がある。クリップ本体が筆記具本体から離脱すると、クリ
ップの機能が損なわれるばかりか、筆記具のデザイン性が損なわれたり、幼児が誤飲した
り踏んで怪我をしたりするおそれがある。特許文献１は組立作業の容易化をその目的とし
ているので、クリップ本体が筆記具本体から離脱できないように例えば軸体を筆記具本体
に連結することは、特許文献１からは到底想到できない。
【０００６】
　一方、特許文献２のクリップでは、板バネの後端が筆記具本体に取り付けられているに
過ぎないので、特許文献１と同様に、クリップ本体が筆記具本体から離脱するおそれがあ
る。また、クリップ本体が板バネから形成されているので、クリップ本体が比較的容易に
破損するおそれがある。この破損のおそれをなくすべくクリップ本体の弾性力を強くする
と、クリップを開閉する際の操作感が硬くなり好ましくない。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記課題を解決するために１番目の発明によれば、後端に操作部が形成されたクリップ
本体を具備し、該クリップ本体に形成されたクリップ側連結部と、筆記具の本体又はキャ
ップに形成された筆記具側連結部とを揺動可能に連結することによりクリップ本体と筆記



(3) JP 4817810 B2 2011.11.16

10

20

30

40

50

具の本体又はキャップとを揺動可能に連結し、クリップ本体を筆記具の本体又はキャップ
に向けて付勢するバネを具備した筆記具用クリップにおいて、クリップ本体が筆記具の本
体又はキャップから離脱するのを阻止するための離脱阻止手段を複数設け、前記バネの一
端が筆記具の本体又はキャップに取り付けられると共に他端がクリップ本体に取り付けら
れており、前記離脱阻止手段の一つを該バネから構成し、前記クリップ側連結部と前記筆
記具側連結部とのうちいずれか一方に軸体が設けられると共に他方に受容孔が設けられて
該軸体が該受容孔内に揺動可能に受容されることによりクリップ本体と筆記具の本体又は
キャップとが揺動可能に連結されており、前記離脱阻止手段のもう一つをこれら軸体及び
受容孔から構成し、前記受容孔を前記軸体よりも大きく寸法設定し、クリップ本体が筆記
具の本体又はキャップに連結されたまま、クリップ本体が筆記具の本体又はキャップに対
し移動できるようにしている。
【０００８】
　また、２番目の発明によれば１番目の発明において、前記離脱阻止手段により阻止され
るクリップ本体の離脱方向が互いに異なっている。
【０００９】
　また、３番目の発明によれば１又は２番目の発明において、前記離脱阻止手段のうちの
一つの離脱阻止作用がなくなったときにクリップ本体が筆記具の本体又はキャップから離
脱するのを残りの離脱阻止手段のうちの少なくとも一つが阻止するようにしている。
【００１０】
　また、４番目の発明によれば１から３番目の発明のいずれか一つにおいて、前記離脱阻
止手段が第１の手段及び第２の手段を具備し、該第１の手段の離脱阻止作用がなくなった
ときにクリップ本体が筆記具の本体又はキャップから離脱するのを該第２の手段が阻止す
るようにし、該第２の手段の離脱阻止作用がなくなったときにクリップ本体が筆記具の本
体又はキャップから離脱するのを該第１の手段が阻止するようにしている。
【００１２】
　また、５番目の発明によれば１から４番目の発明のいずれか一つにおいて、前記バネの
一端が筆記具の本体又はキャップに固定されると共に他端がクリップ本体に固定されてい
る。
【００１３】
　また、７番目の発明によれば１から６番目の発明のいずれか一つにおいて、前記クリッ
プ側連結部と前記筆記具側連結部とのうちいずれか一方に軸体が設けられると共に他方に
受容孔が設けられて該軸体が該受容孔内に揺動可能に受容されることによりクリップ本体
と筆記具の本体又はキャップとが揺動可能に連結されており、前記離脱阻止手段の一つを
これら軸体及び受容孔から構成している。
【００１４】
　なお、本明細書では、筆記具本体の先端側又はキャップの開口端側を前側と考え、筆記
具本体の末端又はキャップの閉塞端側を後側と考えている。
【００１５】
　また、本明細書においてクリップ本体の離脱を阻止するというのは、通常考えられる方
法で使用する場合にクリップ本体が筆記具の本体又はキャップから離脱しにくくすること
を言い、分解がまったくできないことを必ずしも意味しない。
【発明の効果】
【００１６】
　クリップ本体が筆記具の本体又はキャップから離脱するのを、従来よりも簡単な構造で
阻止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　図１は本発明を筆記具の本体ないし軸筒に適用した場合を示している。しかしながら、
筆記具のキャップに本発明を適用することもできる。
【００１８】
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　図１を参照すると、１は複数色のインク収容管を収容した多色ボールペンの本体、２は
ボールペン本体１の後側に設けられた複数のノック部材をそれぞれ示す。ノック部材２が
ユーザにより押し下げられると、対応するインク収容管のペン先がボールペン本体１の前
端から突出されて使用可能となる。なお、ボールペン本体１は例えば合成樹脂から形成さ
れる。
【００１９】
　ボールペン本体１の後側にはクリップ３がノック部材２に隣接して配置されている。ボ
ールペン本体１の外面１ａには凸状部４が一体的に形成されている。この凸状部４はその
両側面に形成された軸体４ａを備えている。なお、図１（Ｂ）においてＫ－Ｋは軸体４ａ
の中心軸線を示している。
【００２０】
　クリップ３は例えば合成樹脂製のクリップ本体５を具備する。このクリップ本体５の前
端には玉部５ａが一体的に形成されており、後端には操作部５ｂが一体的に形成されてい
る。特に図１（Ｂ）からわかるように、クリップ本体５は玉部５ａと操作部５ｂ間におい
て一対の側壁５ｃとこれら側壁５ｃを接続する頂壁５ｄとを備えており、これら側壁５ｃ
に受容孔５ｅがそれぞれ形成されている。
【００２１】
　クリップ本体５は側壁５ｃ及び頂壁５ｄにより画定される内部空間内に凸状部４を収容
できるよう寸法設定されており、したがってクリップ本体５を凸状部４上に被せて軸体４
ａを受容孔５ｅ内に受容させることにより、クリップ本体５とボールペン本体１とが揺動
可能に連結される。
【００２２】
　当然、ボールペン本体１に受容孔を形成し、クリップ本体５に軸体を形成してもよい。
また、受容孔５ｅをクリップ本体５の後端周りの側壁５ｃに形成し操作部５ｂが設けられ
ないようにしてもよい。したがって、概念的に言うと、クリップ本体にクリップ側連結部
を形成し、筆記具の本体又はキャップに筆記具側連結部を形成し、筆記具の本体又はキャ
ップに形成された筆記具側連結部とのうちいずれか一方を軸体から構成すると共に他方を
受容孔から構成して軸体を受容孔内に揺動可能に受容することによりクリップ本体と筆記
具の本体又はキャップとを互いに連結しているということになる。
【００２３】
　本発明による実施例では、受容孔５ｅは軸体４ａとほぼ同じ大きさに寸法設定されてい
る。しかしながら、受容孔５ｅを軸体４ａよりも大きく寸法設定し、軸体４ａが受容孔５
ｅ内に受容されたまま、すなわちクリップ本体５がボールペン本体１に連結されたまま、
クリップ本体５がボールペン本体１に対し移動できるようにすることもできる。
【００２４】
　クリップ３は例えば金属製のバネ６を更に具備する。本発明による実施例では、このバ
ネ６は前側に向け開口するＵ字形状の単一の板バネから構成されている。板バネ６の一端
６ａはボールペン本体１内に形成された挿入孔１ｂ内に圧入固定されており、板バネ６の
他端６ｂはクリップ本体５に形成された挿入孔５ｆ内に圧入固定されている。
【００２５】
　クリップ本体５は板バネ６によりボールペン本体１に向けて付勢されている。すなわち
、本発明による実施例では図１に示されるように、クリップ本体５は板バネ６により、玉
部５ａがボールペン本体１に当接するよう付勢されている。なお、クリップ３が物品を保
持しておらずかつクリップ３に外部から力が作用していない自然状態において、玉部５ａ
がボールペン本体１に当接していなくてもよい。
【００２６】
　クリップ３に書類や衣類などの物品を挟んで保持すべきときには、ユーザにより操作部
５ｂがボールペン本体１に向けて押し下げられる。その結果、クリップ本体５が軸体４ａ
の中心軸線Ｋ－Ｋ（図１（Ｂ））回りに揺動し、玉部５ａがボールペン本体１から離脱し
、玉部５ａとボールペン本体１間に空間が形成される。次いで、この空間内に物品が挿入
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された後、操作部５ｂに印加されていた力が除去されると、玉部５ａが物品に当接するま
でクリップ本体５が揺動し、その結果物品がクリップ３により保持される。
【００２７】
　本発明による実施例では上述したように、クリップ本体５は軸体４ａが受容孔５ｅ内に
受容されることによりボールペン本体１に連結されている。また、クリップ本体５は板バ
ネ６によってもボールペン本体１に連結されている。したがって、クリップ本体５は互い
に連結されている軸体４ａ及び受容孔５ｅと板バネ６という二つの手段により、ボールペ
ン本体１から離脱するのが阻止されている。その結果、クリップ本体５がボールペン本体
１から離脱するのが簡単な構成で阻止される。
【００２８】
　ここで、板バネ６のみに着目すると、クリップ本体５に対し図２（Ａ）に矢印Ｘで示さ
れる方向又は図２（Ｂ）に矢印Ｙで示される方向に大きな力が作用した場合には、板バネ
６がボールペン本体１又はクリップ本体５から抜けてクリップ本体５がボールペン本体１
から離脱するおそれがある。板バネ６が破損した場合も同様である。同様に、軸体４ａ及
び受容孔５ｅのみに着目すると、クリップ本体５に対し図クリップ本体５に対し図２（Ａ
）に矢印Ｘで示される方向又は図２（Ｂ）に矢印Ｙで示される方向に大きな力が作用した
場合には、軸体４ａが受容孔５ｅから外れてクリップ本体５がボールペン本体１から離脱
するおそれがある。軸体４ａ又は受容孔５ｅが破損した場合も同様である。
【００２９】
　しかしながら、本発明による実施例では、クリップ本体５が互いに連結されている軸体
４ａ及び受容孔５ｅの連結によりボールペン本体１に連結されているので、クリップ本体
５がボールペン本体１から離脱するのを簡単な構造で阻止することができる。
【００３０】
　この場合、クリップ本体５に対し図２（Ａ）に矢印Ｘで示される方向又は図２（Ｂ）に
矢印Ｙで示される方向に力が作用したときには、互いに連結されている軸体４ａ及び受容
孔５ｅによってクリップ本体５の離脱が阻止される。また、クリップ本体５に対し図２（
Ａ）に矢印Ｘで示される方向又は図２（Ｂ）に矢印Ｙで示される方向に力が作用したとき
には、板バネ６によってクリップ本体５の離脱が阻止される。
【００３１】
　したがって、概念的に言えば、クリップ本体が筆記具の本体又はキャップから離脱する
のを阻止するための離脱阻止手段が複数設けられているということになる。その上で、こ
れら複数の離脱阻止手段により阻止されるクリップ本体の離脱方向が互いに異なっている
ということにもなる。また、離脱阻止手段のうちの一つの離脱阻止作用がなくなったとき
にクリップ本体が筆記具の本体又はキャップから離脱するのを残りの離脱阻止手段のうち
の少なくとも一つが阻止するようにしているということにもなる。この場合、離脱阻止手
段の一つを板バネ６から構成し、離脱阻止手段の別の一つを互いに連結された軸体４ａ及
び受容孔５ｅから構成することができる。あるいは、上述の離脱阻止手段が第１の手段及
び第２の手段を具備し、第１の手段の離脱阻止作用がなくなったときにクリップ本体が筆
記具の本体又はキャップから離脱するのを第２の手段が阻止するようにし、第２の手段の
離脱阻止作用がなくなったときにクリップ本体が筆記具の本体又はキャップから離脱する
のを第１の手段が阻止するようにしているということにもなる。この場合には、第１の手
段を例えばバネ６から構成し、第２の手段を例えば互いに連結された軸体４ａ及び受容孔
５ｅから構成することができる。
【００３２】
　このようにクリップ本体５の離脱を阻止できるので、クリップ本体５又は板バネ６に大
きな力が作用するおそれがなくなる。その結果、クリップ本体５又は板バネ６が破損する
おそれがなくなる。また、板バネ６の弾性力を必要以上に高める必要がなく、良好なクリ
ップの操作感を得ることができる。
【００３３】
　ところで、軸体４ａ又は受容孔５ｅが破損して軸体４ａと受容孔５ｅ間の連結が確保で
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きなくなると、クリップ３の挟持作用が失われるのが一般的である。しかしながら、本発
明による実施例では、このような場合でもクリップ本体５が板バネ６によりボールペン本
体１に連結され続けており、同時に玉部５ａがボールペン本体１に当接するよう付勢され
続けている。その結果、クリップ３がクリップとして機能し続けることができる。
【００３４】
　図３は本発明による別の実施例を示している。この別の実施例では、バネ６が後側に向
け開口するＵ字形状の単一の板バネ６’から構成されている。この板バネ６’の一端は凸
状部４よりも後側のボールペン本体１に形成された挿入孔１ｂ’内に圧入固定されており
、板バネ６’の他端は操作部５ｂ周りのクリップ本体５に形成された挿入孔５ｆ’内に圧
入固定されている。板バネ６’をこのように構成すると、軸体４ａと受容孔５ｅ間の連結
が確保できなくなったときでも、通常通り操作部５ｂを操作することにより、クリップ３
の挟持作用を得ることができる。この場合、操作部５ｂが押し下げられると、クリップ本
体５が板バネ６’の湾曲部周りを中心として揺動し、玉部５ａがボールペン本体１間に物
品を収容可能な空間が形成される。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】クリップの（Ａ）側面図及び（Ｂ）端面図である。
【図２】本発明による実施例を説明するためのクリップの（Ａ）側面図及び（Ｂ）端面図
である。
【図３】本発明による別の実施例を示す図である。
【符号の説明】
【００３６】
　１　　ボールペン本体
　３　　クリップ
　４　　凸状部
　４ａ　　軸体
　５　　クリップ本体
　５ａ　　玉部
　５ｂ　　操作部
　５ｅ　　受容孔
　６　　板バネ
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